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第２ 審査の結果及び意見

１ 審査の結果

第１ 審査の概要の記載事項のとおり審査を実施した限り、重要な点において、審査の対

象となった決算その他関係書類が法令に適合し、かつ、正確であると認められた。

なお、当該事務の一部について是正又は改善を要するもののうち、全庁的に検討が必要と

考える事項については、後段で述べる。

２ 審査意見

（１）行財政運営

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症という今までに経験したことのない難題に全力

で対応する１年となった。こうした中においても、５つの基本政策などによる県勢浮揚の実

現に向けて、ピンチをチャンスに変えるべく、局面の変化を見据えて工夫を重ね、各施策の

さらなる発展に向けた取組を進めてきた。

県民の健康と生活を守ることを第一に考え、かつ経済へのダメージを最小限に食い止める

観点から、感染防止対策、事業の継続と雇用の維持対策の経済影響対策等の必要な対策を迅

速に実施できるよう、１年を通して、必要な予算を確保した。併せて、デジタル化の推進な

ど社会の構造変化に対応するため、必要な対策を講じた。

また、国に対し本県の実情に沿った緊急提言などを積極的に行った結果、地方創生臨時交

付金が大幅に増額され、基金への積立も認められるなど、国の対策に本県の提言が数多く反

映され、感染防止や経済影響対策を講じることができた。

行財政運営については、ウィズコロナ、アフターコロナの時代を見据え、県勢浮揚に向け

た取組を継続するとともに、迅速かつ的確に新型コロナウイルス感染症対策を講じていける

よう、引き続き全国知事会などとも連携し、国に対して積極的に政策提言をしていく必要が

ある。

令和２年度の一般会計の決算額は、歳入 5,258 億 1,714 万円、歳出 5,122 億 2,788 万円で

歳入歳出差引額は 135 億 8,926 万円となり、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収

支は 52 億 566 万円となった。

本県の財政状況は、歳入面では、法人事業税等が減少したことにより県税が前年度と比べ

1.1 パーセント減少したものの、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金や新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等により国庫支出金が増となり、歳入全体として

は前年度と比べ 11.4 パーセント増加した。

(単位：千円）

一 般 会 計

(A) 525,817,142

(B) 512,227,881

(A)-(B)=(C) 13,589,261

(D) 8,383,604

(C)-(D)=(E) 5,205,657

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度 へ繰り 越すべ き財 源

実 質 収 支

＜表１＞実質収支の状況
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＜表２＞自主財源と依存財源の比率

新型コロナウイルス感染症の影響により引き続き税収等の自主財源の減少が見込まれるた

め、地方交付税などの財源を確保するとともに、事務事業のなお一層のスクラップアンドビ

ルドに取り組み、限られた予算をより効率的、効果的に執行されるよう努められたい。

また、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策への対応をはじめ、新型コロナ
じん

ウイルス感染症対策等の翌年度以降に繰り越された事業について、着実に実施されるよう執

行管理に努められたい。
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＜表７＞収入未済額 前年度比較

慮した徴収猶予の特例制度が県税で創設されたことなどから、収入未済額は、一般会計が 27

億 7,303 万円、特別会計が 29 億 6,521 万円で、合計 57 億 3,823 万円と、前年度に比べ

2,631 万円（0.5 パーセント）の増加となっている。

収入未済額の推移及び前年度比較は下表のとおりである。

※流域下水道事業は、令和２年度より公営企業会計に移行している。

　 （単位：千円、％）

増減額 増減率

6.01737,75265,406528,645税県

（個人県民税） 434,861 376,805 △ 58,056 △ 13.4

（自動車税） 39,186 28,219 △ 10,967 △ 28.0

（法人事業税） 25,400 132,848 107,448 423.0

（軽油引取税） 22,861 20,492 △ 2,369 △ 10.4

8.33033,4751,71728,21）税得取産動不（

4.841153,71140,92096,11）目税の他のそ（

0.801739,9531,91891,9金算加

退 職 手 当 の 返 還 請 求 28,095 27,897 △ 198 △ 0.7

過 誤 支 出 戻 入 金 21,953 19,884 △ 2,069 △ 9.4

施 設 入 所 児 童 保 護 者 負 担 金 39,878 44,564 4,686 11.8

生 活 保 護 費 返 還 金 99,959 107,417 7,458 7.5

補 助 金 返 還 金 35,128 35,128 0 -

中 小 企 業 制 度 金 融 貸 付 金 1,179,639 1,179,579 △ 60 0.0

県 営 住 宅 使 用 料 237,009 221,332 △ 15,677 △ 6.6

教 育 委 員 会 奨 学 資 金 貸 付 金 454,977 437,655 △ 17,322 △ 3.8

1.4 △852,3 △678,57431,97他のそ

5.1432,14920,377,2597,137,2計　計会般一

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 金 21,039 20,019 △ 1,020 △ 4.8

中 小 企 業 高 度 化 資 金 2,752,748 2,750,273 △ 2,475 △ 0.1

農 業 改 良 資 金 貸 付 金 93,461 87,625 △ 5,836 △ 6.2

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 貸 付 金 21,745 21,285 △ 460 △ 2.1

※ 流 域 下 水 道 事 業 253,398 0 △ 253,398 -

高 等 学 校 等 奨 学 金 76,254 71,210 △ 5,044 △ 6.6

6.0 △88 △397,41188,41他のそ

3.8 △123,862 △502,569,2625,332,3計　計会別特

特別会計（流域下水道事業を除く｡）計 2,980,128 2,965,205 △ 14,923 △ 0.5

5,711,923 5,738,234 26,311 0.5

対前年度比較

一般会計・特別会計の合計

項　　　目 令和元年度 令和２年度

＜表６＞収入未済額の推移



5



6

（３）事務執行

ア 財務会計事務等の適正な執行について

財務に関する事務については、定期監査の過程において、会計年度任用職員への休暇

の付与誤りにより、報酬を過大に支給しているなどの不適正な事例が見受けられた。

会計年度任用職員の休暇制度が複雑となっていることを原因とする事務処理の誤りが

散見されたことから、適正に管理ができるシステムの導入を検討するなど、改善策が講

じられることを期待する。

また、事務処理に当たっての基本的な法令等の認識不足や決裁を行う上司のチェック

不足等を原因とする不適切な事務処理が、依然として繰り返されている状況であること

から、事業ごとに、いつ、どのような事務処理が必要かを整理した業務手順書を作成す

るなど、業務の見える化が図られることを期待する。

イ 財産管理等について

県有財産については、財産管理システムへの登録漏れが毎年見られ、決算審査に支障

が生じている。財産管理と決算事務の重要性を職員に徹底するとともに、所属機関のチ

ェック体制を充実させるなど適正な財産管理の実施を求める。
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第３ 決算の概要

１ 総括

(１) 決算の状況

① 一般会計

ア 歳入の状況

歳入決算額は5,258億1,714万円で、前年度に比べて539億1,514万円（11.4パーセン

ト）の増となっている。収入割合は、予算現額に対して84.4パーセント、調定額に対し

て99.5パーセントとなっている。

不納欠損額は6,267万円で、前年度に比べて242万円（3.7パーセント）の減となって

いる。

収入未済額は27億7,303万円で、前年度に比べて4,123万円（1.5パーセント）の増と

なっている。

イ 歳出の状況

歳出決算額は5,122億2,788万円で、前年度に比べて465億8,699万円（10.0パーセン

ト）の増となっている。予算現額に対する執行率は、82.2パーセントとなっている。

翌年度繰越額は繰越明許費及び事故繰越しの933億6,233万円で、前年度に比べて276

億8,339万円（42.1パーセント）の増となっている。

不用額は174億3,729万円で、前年度に比べて75億2,216万円（75.9パーセント）の増

となっている。

歳入歳出差引額は135億8,926万円で、このうち26億283万円を財政調整基金に積み立

て、残額の109億8,643万円が翌年度へ繰り越されている。

② 特別会計

ア 歳入の状況

歳入決算額の合計は2,894億4,696万円で、前年度に比べて80億8,407万円（2.7パーセ

ント）の減となっている。収入割合は、予算現額に対して100.2パーセント、調定額に

対して99.0パーセントとなっている。

不納欠損額は20万円で、前年度に比べて884万円（97.8パーセント）の減となってい

る。

収入未済額は７つの特別会計の合計で29億6,520万円であり、前年度に比べて２億

6,832万円（8.3パーセント）の減となっている。

イ 歳出の状況

歳出決算額の合計は2,836億2,795万円で、前年度に比べて93億2,228万円（3.2パーセ

ント）の減となっている。予算現額に対する執行率は、98.2パーセントとなっている。

翌年度繰越額は、１つの特別会計で５億8,539万円となっている。

不用額の合計は47億2,763万円で、前年度に比べて６億6,467万円（16.4パーセント）

の増となっている。

歳入歳出差引額の合計は58億1,901万円で、前年度に比べて12億3,821万円（27.0パー

セント）の増となっており、各会計において全額翌年度へ繰り越されている。

（表１） 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 決 算 状 況

(２) 実質収支の状況

一般会計の実質収支は52億566万円で、前年度の実質収支11億1,697万円を差し引いた単年

度収支は、40億8,869万円の黒字となっている。

特別会計の実質収支は58億1,708万円で、前年度の実質収支45億3,790万円を差し引いた単

年度収支は、12億7,918万円の黒字となっている。

（表２） 実 質 収 支 の 状 況 (単位：円）

円 円 ％ 円 ％ 円

623,027,506,020 525,817,142,491 84.4 512,227,881,482 82.2 13,589,261,009

令和元年度 541,234,968,124 471,901,998,543 87.2 465,640,893,938 86.0 6,261,104,605

増  減  額 81,792,537,896 53,915,143,948 － 46,586,987,544 － 7,328,156,404

対前年度比
(％)

令和２年度 288,940,965,000 289,446,961,670 100.2 283,627,949,803 98.2 5,819,011,867

令和元年度 297,688,854,000 297,531,029,101 99.9 292,950,228,345 98.4 4,580,800,756

増  減  額 △ 8,747,889,000 △ 8,084,067,431 － △ 9,322,278,542 － 1,238,211,111

対前年度比
(％) 

911,968,471,020 815,264,104,161 89.4 795,855,831,285 87.3 19,408,272,876令和２年度計

予　算　現　額
(A)

歳入決算額
(B)

収 入
割 合

(B)/(A)

歳出決算額
（C)

執行率
(C)/(A)

歳入歳出差引額
(B)-(C）

一
般
会
計

令和２年度

115.1 111.4 － 110.0 － 217.0 

特
別
会
計

97.1 97.3 － 96.8 － 127.0 

一　般　会　計 特　別　会　計 合　計

(A) 525,817,142,491 289,446,961,670 815,264,104,161

(B) 512,227,881,482 283,627,949,803 795,855,831,285

(A)-(B)=(C) 13,589,261,009 5,819,011,867 19,408,272,876

0 0 0

8,301,794,000 1,936,000 8,303,730,000

81,809,900 0 81,809,900

8,383,603,900 1,936,000 8,385,539,900

(C)-(D)=(E) 5,205,657,109 5,817,075,867 11,022,732,976

 (F) 1,116,967,555 4,537,898,756 5,654,866,311

(E)-(F) 4,088,689,554 1,279,177,111 5,367,866,665

(E)/(F) 466.1 128.2 194.9 

2,602,829,000 0 2,602,829,000

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

 (1)継続費逓次繰越額

 (2)繰越明許費繰越額

 (3)事故繰越し繰越額

計

実 質 収 支

前 年 度 実 質 収 支

単 年 度 収 支

対 前 年 度 比（％）

実 質 収 支 の う ち 地 方 自 治 法 の
規 定 に よ る 基 金 繰 入 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

(D)
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(B) 512,227,881,482 283,627,949,803 795,855,831,285

(A)-(B)=(C) 13,589,261,009 5,819,011,867 19,408,272,876

0 0 0

8,301,794,000 1,936,000 8,303,730,000

81,809,900 0 81,809,900

8,383,603,900 1,936,000 8,385,539,900

(C)-(D)=(E) 5,205,657,109 5,817,075,867 11,022,732,976

 (F) 1,116,967,555 4,537,898,756 5,654,866,311

(E)-(F) 4,088,689,554 1,279,177,111 5,367,866,665

(E)/(F) 466.1 128.2 194.9 

2,602,829,000 0 2,602,829,000

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

 (1)継続費逓次繰越額

 (2)繰越明許費繰越額

 (3)事故繰越し繰越額

計

実 質 収 支

前 年 度 実 質 収 支

単 年 度 収 支

対 前 年 度 比（％）

実 質 収 支 の う ち 地 方 自 治 法 の
規 定 に よ る 基 金 繰 入 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

(D)

円 円 ％ 円 ％ 円
623,027,506,020 525,817,142,491 84.4 512,227,881,482 82.2 13,589,261,009

令和元年度 541,234,968,124 471,901,998,543 87.2 465,640,893,938 86.0 6,261,104,605

増  減  額 81,792,537,896 53,915,143,948 － 46,586,987,544 － 7,328,156,404

対前年度比
(％)

令和２年度 288,940,965,000 289,446,961,670 100.2 283,627,949,803 98.2 5,819,011,867

令和元年度 297,688,854,000 297,531,029,101 99.9 292,950,228,345 98.4 4,580,800,756

増  減  額 △ 8,747,889,000 △ 8,084,067,431 － △ 9,322,278,542 － 1,238,211,111

対前年度比
(％) 

911,968,471,020 815,264,104,161 89.4 795,855,831,285 87.3 19,408,272,876令和２年度計

予　算　現　額
(A)

歳入決算額
(B)

収 入
割 合
(B)/(A)

歳出決算額
（C)

執行率
(C)/(A)

歳入歳出差引額
(B)-(C）

一
般
会
計

令和２年度

115.1 111.4 － 110.0 － 217.0 

特
別
会
計

97.1 97.3 － 96.8 － 127.0 

一　般　会　計 特　別　会　計 合　計

(A) 525,817,142,491 289,446,961,670 815,264,104,161

(B) 512,227,881,482 283,627,949,803 795,855,831,285

(A)-(B)=(C) 13,589,261,009 5,819,011,867 19,408,272,876

0 0 0

8,301,794,000 1,936,000 8,303,730,000

81,809,900 0 81,809,900

8,383,603,900 1,936,000 8,385,539,900

(C)-(D)=(E) 5,205,657,109 5,817,075,867 11,022,732,976

 (F) 1,116,967,555 4,537,898,756 5,654,866,311

(E)-(F) 4,088,689,554 1,279,177,111 5,367,866,665

(E)/(F) 466.1 128.2 194.9 

2,602,829,000 0 2,602,829,000

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

 (1)継続費逓次繰越額

 (2)繰越明許費繰越額

 (3)事故繰越し繰越額

計

実 質 収 支

前 年 度 実 質 収 支

単 年 度 収 支

対 前 年 度 比（％）

実 質 収 支 の う ち 地 方 自 治 法 の
規 定 に よ る 基 金 繰 入 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

(D)
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(３) 繰越額の状況

一般会計の繰越額は、土木費543億4,374万円、林業振興環境費95億471万円、農業振興費

66億8,725万円、災害復旧費52億8,852万円、教育費42億8,690万円、商工労働費42億881万円

及びその他90億4,240万円の計933億6,233万円で、前年度に比べて276億8,339万円の増と

なっている。

特別会計の繰越額は、流通団地及び工業団地造成事業特別会計５億8,539万円で、前年度

に比べて9,028万円の減となっている。

（表３） 繰 越 額 の 推 移 （単位：円）

(４) 普通会計における実質収支の状況

一般会計と特別会計を合算して重複分等を控除した統計上の会計である普通会計で見る

と、歳入総額は5,076億7,576万円、歳出総額は4,923億3,016万円となっており、歳入歳出差

引額である形式収支は153億4,560万円の黒字となっている。この額から翌年度へ繰り越すべ

き財源を差し引いた実質収支は52億697万円で、前年度の実質収支の11億1,925万円を差し引

いた単年度収支は、40億8,772万円の黒字となっている。

（表４） 普通会計における実質収支の状況 （単位：千円）

（表５） 普通会計における実質単年度収支の推移 （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度 令和２年度

繰 越 明 許 費 67,076,461,000 61,089,782,000 91,744,825,000

事 故 繰 越 し 326,773,124 4,589,155,020 1,617,506,900

小 計 67,403,234,124 65,678,937,020 93,362,331,900

繰 越 明 許 費 1,357,621,000 675,673,000 585,390,000

事 故 繰 越 し 0 0 0

小 計 1,357,621,000 675,673,000 585,390,000

繰 越 明 許 費 68,434,082,000 61,765,455,000 92,330,215,000

事 故 繰 越 し 326,773,124 4,589,155,020 1,617,506,900

合 計 68,760,855,124 66,354,610,020 93,947,721,900

100.0 96.5 136.6 指　　　  　　数

一
般
会
計

特
別
会
計

合
　
計

令和２年度 507,675,757 492,330,159 15,345,598 10,138,625 5,206,973 4,087,720

令和元年度 457,294,946 449,350,695 7,944,251 6,824,998 1,119,253 △ 182,328

歳入決算額
(A)

歳出決算額
(B)

歳入歳出差引額
(A)-(B)=(C)

翌年度へ繰り越
すべき財源 (D)

実質収支
(C)-(D)

単年度収支

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

単 年 度 収 支 (A) 283 △ 1,644 1,026 △ 715 △ 182 4,088

財政調整基金積立 (B) 25 18 6 5 3 3

財政調整基金取崩 (C) 62 2,047 1,868 623 1,803 0

繰 上 償 還 金 (D) 0 0 0 0 0 0

実 質 単 年 度 収 支
　　(A)+(B)-(C)+(D) 

246 △ 3,673 △ 836 △ 1,333 △ 1,982 4,091

(５) 県債の状況

一般会計及び県債管理特別会計における県債発行額は1,049億6,226万円で、当年度末現在

高は9,003億2,534万円となり、前年度に比べて154億9,687万円（1.8パーセント）の増と

なっている。

そのうち、臨時財政対策債の発行額は131億4,630万円であり、前年度に比べて13億2,450

万円（9.2パーセント）の減となっている。

特別会計（県債管理特別会計を除く。）における県債発行額は６億300万円で、当年度末

現在高は168億1,051万円となり、前年度に比べて８億470万円（4.6パーセント）の減となっ

ている。

県債現在高を見ると、臨時財政対策債は減少したが、防災・減災・国土強靱化緊急対策事
じん

業債などが増加したことから県債現在高は増加している。

（表６） 県 債 の 状 況 （単位：円）

（注）特別会計のうち県債管理特別会計は、一般会計に含めている。

（注） １ 当年度の県債発行額は、一般会計及び特別会計の合計発行額1,055億6,526万円から、会計上

の重複等の額３億535万円を差し引いた額1,052億5,991万円である。

２ 当年度末県債現在高は、一般会計及び特別会計の年度末合計残高9,171億3,585万円から、会

計上の重複等の額43億8,510万円を差し引いた額9,127億5,075万円である。

(A) (B) (B/A)

合計 902,443,683,401 105,565,261,000 90,873,091,627 4,116,946,502 94,990,038,129 917,135,852,774 101.6 

当年度元利償還額前年度末
現 在 高

当 年 度
発 行 額

当年度末
現 在 高

対前年
度比(%)

元　　金 利　　子 計

一般
会計

884,828,469,533 104,962,261,000 89,465,390,998 4,052,152,798 93,517,543,796 900,325,339,535 101.8 

特別
会計

17,615,213,868 603,000,000 1,407,700,629 64,793,704 1,472,494,333 16,810,513,239 95.4 

平成29年度 平成30年度 令和元年度

臨時財政対策債 その他の起債 県債発行額

平成28年度 令和２年度

（表７） 県債現在高と発行額の推移（普通会計ベース） （単位：億円）

平成30年度 令和元年度 令和２年度

繰 越 明 許 費 67,076,461,000 61,089,782,000 91,744,825,000

事 故 繰 越 し 326,773,124 4,589,155,020 1,617,506,900

小 計 67,403,234,124 65,678,937,020 93,362,331,900

繰 越 明 許 費 1,357,621,000 675,673,000 585,390,000

事 故 繰 越 し 0 0 0

小 計 1,357,621,000 675,673,000 585,390,000

繰 越 明 許 費 68,434,082,000 61,765,455,000 92,330,215,000

事 故 繰 越 し 326,773,124 4,589,155,020 1,617,506,900

合 計 68,760,855,124 66,354,610,020 93,947,721,900

100.0 96.5 136.6 

※６月議会繰越計算書確認

指　　　  　　数

一
般
会
計

特
別
会
計

合
　
計

令和２年度 507,675,757 492,330,159 15,345,598 10,138,625 5,206,973 4,087,720

令和元年度 457,294,946 449,350,695 7,944,251 6,824,998 1,119,253 △ 182,328

歳入決算額
(A)

歳出決算額
(B)

歳入歳出差引額
(A)-(B)=(C)

翌年度へ繰り越
すべき財源 (D)

実質収支
(C)-(D)

単年度収支

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

単 年 度 収 支 (A) 283 △ 1,644 1,026 △ 715 △ 182 4,088

財政調整基金積立 (B) 25 18 6 5 3 3

財政調整基金取崩 (C) 62 2,047 1,868 623 1,803 0

繰 上 償 還 金 (D) 0 0 0 0 0 0

実質単年度収支
　　(A)+(B)-(C)+(D) 

246 △ 3,673 △ 836 △ 1,333 △ 1,982 4,091
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(５) 県債の状況

一般会計及び県債管理特別会計における県債発行額は1,049億6,226万円で、当年度末現在

高は9,003億2,534万円となり、前年度に比べて154億9,687万円（1.8パーセント）の増と

なっている。

そのうち、臨時財政対策債の発行額は131億4,630万円であり、前年度に比べて13億2,450

万円（9.2パーセント）の減となっている。

特別会計（県債管理特別会計を除く。）における県債発行額は６億300万円で、当年度末

現在高は168億1,051万円となり、前年度に比べて８億470万円（4.6パーセント）の減となっ

ている。

県債現在高を見ると、臨時財政対策債は減少したが、防災・減災・国土強靱化緊急対策事
じん

業債などが増加したことから県債現在高は増加している。

（表６） 県 債 の 状 況 （単位：円）

（注）特別会計のうち県債管理特別会計は、一般会計に含めている。

（注） １ 当年度の県債発行額は、一般会計及び特別会計の合計発行額1,055億6,526万円から、会計上

の重複等の額３億535万円を差し引いた額1,052億5,991万円である。

２ 当年度末県債現在高は、一般会計及び特別会計の年度末合計残高9,171億3,585万円から、会

計上の重複等の額43億8,510万円を差し引いた額9,127億5,075万円である。

(A) (B) (B/A)

合計 902,443,683,401 105,565,261,000 90,873,091,627 4,116,946,502 94,990,038,129 917,135,852,774 101.6 

当年度元利償還額前年度末
現 在 高

当 年 度
発 行 額

当年度末
現 在 高

対前年
度比(%)

元　　金 利　　子 計

一般
会計

884,828,469,533 104,962,261,000 89,465,390,998 4,052,152,798 93,517,543,796 900,325,339,535 101.8 

特別
会計

17,615,213,868 603,000,000 1,407,700,629 64,793,704 1,472,494,333 16,810,513,239 95.4 

平成29年度 平成30年度 令和元年度

臨時財政対策債 その他の起債 県債発行額

平成28年度 令和２年度

（表７） 県債現在高と発行額の推移（普通会計ベース） （単位：億円）

1,073 1,238 989 1,116 1,053 

4,994 5,081 5,174 5,411 5,632 

3,657 3,633 3,630 3,563 3,496 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 
8,9748,651 8,714 8,804 9,128
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普通会計ベースの主な財政指標の推移

経常収支比率 財政力指数

経常収支比率

「経常収支比率」とは、県税や地方交付税など毎年経常的に収入される使途の制限のない一般

財源が、人件費や扶助費、公債費など毎年固定的に支出される経常的歳出にどの程度充当されて

いるかを示す比率である。

財政力指数

「財政力指数」とは、全国の地方公共団体の財政力を同じ尺度で測るための指数で、普通交付

税上の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値で、言わば、あ

る団体について、標準的な税制のもとでの歳入が標準的な歳出を賄える比率を過去３年間平均し

たもの。この数字が１を超えていれば、その団体は、標準的な税収などで標準的な行政運営を行

う財政力を有していることになる。

【貼り付けデータ】
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２ 一般会計の決算状況

（１）歳入の決算状況

歳入決算額は5,258億1,714万円で、前年度に比べて539億1,514万円（11.4パーセント）の

増となっている。収入割合は、予算現額に対して84.4パーセント、調定額に対して99.5パー

セントとなっている。

歳入の内訳を見ると、自主財源では法人事業税の減等により、県税が６億8,354万円（1.1

パーセント）の減となったが、消費税率引き上げに伴う地方消費税の増等により、地方消費

税清算金が57億4,610万円（21.9パーセント）の増となっている。

また、依存財源では新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金や新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金の増等により、国庫支出金が518億1,092万円（69.5パーセン

ト）の増となったほか、地域社会再生事業費の創設等により、地方交付税が41億7,881万円

（2.4パーセント）の増となったことから、自主財源、依存財源ともに増となっている。

不納欠損額は6,267万円で、前年度に比べて242万円（3.7パーセント）の減となっている。

その内訳は、県税4,061万円及び諸収入2,206万円であり、前年度に比べて県税が268万円の

減、諸収入が25万円の増となっている。

収入未済額は27億7,303万円で、前年度に比べて4,123万円（1.5パーセント）の増となって

いる。主なものは、県税６億456万円及び諸収入21億3,422万円であり、県税は5,774万円の

増、諸収入は1,477万円の減となっている。

財源別歳入状況

（２）歳出の決算状況

歳出決算額は5,122億2,788万円で、前年度に比べて465億8,699万円（10.0パーセント）の増

となっている。予算現額に対する執行率は、82.2パーセントとなっている。

歳出の内訳を見ると、義務的経費は1,903億9,403万円で、前年度に比べて14億2,818万円

（0.7パーセント）の減となっている。これは、退職手当の減等に伴い人件費が６億299万円

（0.5パーセント）の減となったほか、臨時財政対策債や公共事業等債の減等により公債費が５

億474万円（0.8パーセント）の減となったことなどによるものである。

投資的経費は1,224億9,874万円で、前年度に比べて18億4,820万円（1.5パーセント）の増と
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イ 建物

建物の合計面積は1,719,680.66平方メートルで、当年度に13,340.89平方メートル（0.8パー

セント）減少している。

増加した主なものは、行政財産の高知江の口特別支援学校5,175.54平方メートルである。

減少した主なものは、行政財産の浦戸湾東部流域下水道高須浄化センター18,564.70平方メ

ートルである。

ウ 山林・立木

山林の合計面積は85,376,502.29平方メートルで、当年度に263,514.00平方メートル（0.3パ

ーセント）減少している。

減少した主なものは、普通財産の橘川県行造林250,300.00平方メートルである。

立木の合計推定蓄積量は2,990,230.01立方メートルで、当年度に37,152.77立方メートル

（1.3パーセント）増加している。

増加した主なものは、普通財産の宗呂県行造林8,717.07立方メートルである。

減少した主なものは、普通財産の橘川県行造林8,619.97立方メートルである。

エ 用益物権

地上権の合計は59,350,299.57平方メートルで、当年度に72,946.00平方メートル（0.1パー

セント）減少している。

減少したものは、行政財産の早明浦ダム特定貯水池流域整備事業28,297.00平方メートル及

び普通財産の橘川県行造林55,535.00平方メートルである。

オ 無体財産権

無体財産権は、当年度に特許権が６件減少し、著作権が１件、商標権が３件増加している。

減少したものは、海洋深層水を用いる飼育施設及び水質調整方法にかかる特許権などである。

カ 有価証券

有価証券は102億9,318万円で、当年度に増減はなかった。

キ 出資による権利

出資による権利のうち財団法人等出えん金は540億3,601万円で、当年度に1,094万円（0.0パ

ーセント）減少している。

減少したものは、高知県農業協同組合中央会（高知県農協農業振興基金）出えん金1,094万

円である。

(２) 重要物品

高知県財産規則第64条の規定による重要物品の状況は、次のとおりである。

(注) 重要物品に分類される船舶は、総トン数20トン未満で調達価格100万円以上のものである。

単位 前年度末現在高
当 年 度

当年度末現在高
増 減

自 動 車 台 1,126 46 51 1,121

船 舶 隻 18 1 0 19

機 械 器 具 個 2,677 113 95 2,695

美 術 工 芸 品 点 88 1 0 89
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